
（単位：千円）

金　　額 金　　額

(111,089,056) (58,489,417)

10,115,816 40,971,711

1,535,649 1,083,237

756,324 36,401,600

3,112,017 22,538

1,094,791 729,652

2,400,702 836,721

591,594 977,064

138,941 264,120

119,180 656,776

367,245

△ 631 17,517,706

3,440,714

100,973,240 15,845

96,710,604 6,938,174

 29,633,316 1,651,641

1,021,023 156,656

30,439 5,138,135

192,634 176,540

65,518,271

314,919 (52,599,639)

492,576 52,551,969

319,478 3,037,350

173,098 38,577,699

3,770,058 38,428,299

1,243,245 149,400

326,681 10,936,919

1,026,096 10,936,919

886,956 繰越利益剰余金 10,936,919

292,033 47,669

△ 4,955 その他有価証券評価差額金 47,669

111,089,056 111,089,056

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

科　　　　目

（負　債　の　部）

売 掛 金

未 払 金販 売 用 不 動 産

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

短 期 借 入 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

前 渡 金

流 動 負 債

賞 与 引 当 金前 払 費 用

そ の 他

開 発 用 不 動 産

前 受 金仕 掛 不 動 産

預 り 金

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

預 り 敷 金 保 証 金

資 産 除 去 債 務

建 物

貸 倒 引 当 金 固 定 負 債

長 期 借 入 金

工 具 器 具 備 品

土 地

構 築 物

繰 延 税 金 負 債機 械 装 置

そ の 他

役員退職慰労引当金

資 本 剰 余 金

（純　資　産　の　部）

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

資 本 金

建 設 仮 勘 定

長 期 前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

負 債 及 び 純 資 産 合 計

貸　　借　　対　　照　　表
［令和２年３月３１日現在］

科　　　　目

（資　産　の　部）

諸 施 設 利 用 権 等

ソ フ ト ウ エ ア

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

資　産　合　計

差 入 敷 金 保 証 金

そ の 他 評価・換算差額等

関 係 会 社 株 式
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（単位：千円）

7,597,216

11,195,337

2,699,599 21,492,153

14,348,886

7,143,266

販売費及び一般管理費 3,936,851

3,206,415

63,173

347,567 410,740

149,115

602,673 751,789

2,865,366

2,865,366

711,119

247,695 958,814

1,906,551

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

当 期 純 利 益

科       目

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

売 上 原 価

営 業 利 益

売 上 総 利 益

売 上 高

そ の 他 事 業 売 上 高

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

税引前当期純利益

金       額

損　　益　　計　　算　　書

［平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで］

不 動 産 販 売 事 業 売 上 高

不 動 産 賃 貸 事 業 売 上 高
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個 別 注 記 表 
 

 

平成３１年 ４月 １日から 

 

令和 ２年 ３月３１日まで 

 

 

〔１〕 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

〔２〕 貸借対照表に関する注記 

 

〔３〕 損益計算書に関する注記 

 

〔４〕 株主資本等変動計算書に関する注記 

 

〔５〕 税効果会計に関する注記 

 

〔６〕 金融商品の時価等に関する注記 

 

〔７〕 賃貸等不動産の時価等に関する注記 

 

〔８〕 関連当事者との取引に関する注記 

 

〔９〕 １株当たり情報に関する注記 
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〔１〕重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

  １．有価証券の評価基準及び評価方法 

     子会社株式及び関連会社株式                  移動平均法に基づく原価法 

     その他有価証券 

           時価のあるもの                          決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処 

理し、売却原価は移動平均法により算定）     

       時価のないもの                          移動平均法に基づく原価法 

 

  ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     販売用不動産、開発用不動産 

 個別法に基づく原価法 

仕掛不動産                 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

簿価切下げの方法により算定）       

 

  ３．固定資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産 

      定額法によっております。 

       

   （２）無形固定資産 

      定額法によっております。なお、自己利用のソフトウエアについては、社内における利 

用可能期間（5年）に基づいております。 

 

   （３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

     

  ４．引当金の計上基準 

   （１）貸倒引当金     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収 

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

   （２）賞与引当金     従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準によっ 

                て計上しております。 

 

   （３）退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の 

                見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を 

                計上しております。なお、数理計算上の差異は、その発生時の従 

                業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）で、発生の翌期 

から定額法により費用処理しております。 

また、過去勤務費用は、その発生時に一括費用処理しております。 

 

   （４）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給内規 

                に基づく期末要支給額を計上しております。    
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５．ヘッジ会計の方法  

    金利スワップ取引については、特例処理によっております。なお、ヘッジ手段は金利スワッ 

    プ取引、ヘッジ対象は金利変動のリスク、ヘッジ方針は金利変動のリスク負担の適正化に限 

    定しております。 

 

  ６．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係る 

控除対象外消費税等は、一括して「投資その他の資産」の長期前払費用に計上し、５年間で 

均等償却しております。 

 

７．連結納税制度の適用  

    当事業年度より連結納税制度を適用しております。 

 

８．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

  「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第８号）において創設されたグループ通算

制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行なわれた

項目については、「連結の納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に

関する取扱い」（実務対応報告第39号 令和2年3月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会

計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年2月16日）第44項の定

めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて

おります。 

 

   〔２〕貸 借 対 照 表 に 関 す る 注 記 

 

  １．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

     短期金銭債権                         324,621千円 

     短期金銭債務                       35,873,152千円 

    長期金銭債権                          95,314千円 

     長期金銭債務                        1,466,303千円 

 

  ２．有形固定資産の減価償却累計額                28,480,242千円 

 

  ３．担保に供している資産および担保に係る債務 

  （１）担保に供している資産 

     関係会社株式                         16,500千円  

     貸付金                             70,625千円 

  （２）担保に係る債務 

     関係会社の金融機関借入金                    666,235千円 
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〔３〕損 益 計 算 書 に 関 す る 注 記 

 

  関係会社との取引高 

    営業取引による取引高 

      売上高                           3,656,671千円 

      仕入高                          1,115,622千円 

      その他                            194,576千円 

営業取引以外の取引による取引高                 212,338千円 

 

〔４〕株主資本等変動計算書に関する注記 

 

  １．当事業年度末における発行済株式の数          普通株式  57,670株 

 

２．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

令和元年6月19日

定時株主総会 
普通株式 762,512 13,222 平成31年3月31日 令和元年6月20日 

 

  （２）基準日が当期に属する配当で効力の発生日が翌期になるもの 

   令和2年6月17日開催予定の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を 

次のとおり付議する予定です。 

① 配当金の総額      1,001,785千円 

② 1株当たり配当額     17,371円00銭 

③ 基準日        令和2年3月31日 

④ 効力発生日      令和2年6月18日（予定） 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

    

〔５〕税 効 果 会 計 に 関 す る 注 記 

 

  繰延税金負債の発生の主な原因は、合併等による土地評価差額であります。 



- 4 - 

 

〔６〕金融商品の時価等に関する注記 

 

  １．金融商品の状況に関する事項 

    当社は、親会社等からの借入により資金を調達し、資金運用については短期的な貸付金等に

限定しております。 

    受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。また、投資有価証券は、主として非上場の不動産投資信託及び株式等であり、定期的

に時価等の把握を行っております。 

    借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに

金利スワップ取引を実施して支払利息を固定化しております。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

       令和2年3月31日現在（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。 

  （単位：千円） 

 貸借対照表計上額

（※1） 

時価 

（※1） 

差額 

（１）現金及び預金  1,535,649  1,535,649       － 

（２）売掛金     756,324 756,324       － 

（３）短期貸付金   119,180 119,180 － 

（４）投資有価証券  1,202,228    1,202,228 － 

（５）差入敷金保証金 886,956         876,338 △10,617 

（６）買掛金 (1,083,237) (1,083,237) － 

（７）短期借入金(※2） （36,401,600） （36,402,251） (651) 

（８）預り金 (977,064) (977,064) － 

（９）長期借入金 (3,440,714) (3,349,282) (△91,431) 

（10）預り敷金保証金 （6,938,174） （6,678,381） (△259,792） 

   （※1）負債に計上されているものについては、（ ）内で示しております。 

   （※2）1年内返済の長期借入金を含む。 

 

［注１］金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項 

 

    （１）現金及び預金、（２）売掛金、（３）短期貸付金 

           これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳 

簿価額によっております。 

 

    （４）投資有価証券 

       非上場の不動産投資信託は合理的に算定された価額、株式は取引所の価格によって

おります。 

   

（５）差入敷金保証金、（10）預り敷金保証金 

          これらの時価については、（９）長期借入金の時価算定方法と同一の方法によって

おります。 

 

    （６）買掛金、（７）短期借入金、（８）預り金 

         これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
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簿価額によっております。なお、短期借入金に含まれる1年内返済予定の長期借入

金の時価は、（９）長期借入金の時価算定方法と同一の方法によっております。 

 

    （９）長期借入金 

         元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処

理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて

算定する方法によっております。 

 

   ［注２］非上場株式（貸借対照表計上額41,016千円）及び関係会社株式（貸借対照表計上額

326,681千円）は市場価格がなく、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりませ

ん。 

 

〔７〕賃貸等不動産の時価等に関する注記 

 

   １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は、兵庫県、大阪府、東京都その他の地域において、賃貸用の住居（寮・社宅を含む）

及び商業施設、並びにオフィスビルを保有しております。 

令和2年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸事業収益は11,195,337千円、賃貸 

事業損益は4,967,117千円であります。 

 

   ２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

95,151,587 108,757,270 

     （注１）貸借対照表計上額は、建物及び土地の総額であり、取得価額から減価 

         償却累計額を控除した金額であります。 

（注２）当期末の時価は、主として「不動産鑑定基準」に基づいて鑑定評価等 

    により算定した金額であります。 
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〔８〕関連当事者との取引に関する注記 

 

 親会社及びその他の関係会社 

（単位：千円） 

属性 会社等

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 東京セ

ンチュ

リー㈱ 

直接 70％ 役員の派遣受

入、資金の借

入 

資金の借入 34,357,692 短期借入金 32,650,000 

利息の支払 128,587  
流動負債 

その他 
20,189 

その他

の関係

会社 

㈱神戸

製鋼所 

直接 25％ 

 

寮・社宅の賃

貸等の売上、

役員の派遣受

入 

売上高 
不動産賃貸 3,359,328 前受金 276,488 

その他 42,345 売掛金 20,139 

敷金・保証金の返還 5,368 
預り敷金 

保証金 
1,316,322 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）利息の利率は、市場金利を反映して合理的に決定しており、担保の差入もありません。 

なお、借入の取引金額は、平均残高を記載しております。 

（注２）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上、 

決定しております。 

 （注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

〔９〕１株当たり情報に関する注記 

 

   １株当たり純資産額                          912,079円74銭 

 

   １株当たり当期純利益                         33,059円67銭 

 

        （千円単位で表示しているものの金額は千円未満の端数を切り捨てております。） 

 

 

 

 

 

 

 


